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第 1 5  回 全 国 大 学 理 学 療 法 学 教 育 学 会 大 会 

 

 

 

テーマ 

理学療法士教育の未来展望 

 

日時 

2021 年 11 月 13 日（土） 9：30－16：30 

 

開催形式 

オンライン学会 

 

 

大会長 

堀本 ゆかり 

（国際医療福祉大学） 

 

 

 

 

 

事務局 

〒831-8501 福岡県大川市榎津 137-1 

国際医療福祉大学 福岡保健医療学部 理学療法学 

TEL：0944-89-2000 E-mail：horimoto@iuhw.ac.jp 

 

 

実行委員会 

堀本 ゆかり 小野田 公 和田 三幸 齋藤 孝義 
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第 15 回全国大学理学療法学教育学会大会 プログラム 

9:30～ 9:35 

開会 

 伊橋 光二 全国大学理学療法学教育学会 理事長 

 

9:35 ～ 11:05 

教育講演 

座長：堀本 ゆかり 国際医療福祉大学 

これからの医学教育のあり方を問う －課題と展望－ 

大塚 雄作 国際医療福祉大学大学院 特任教授 

11:15 ～ 12:05 

一般演題 Ⅰ 

座長：小野田 公 国際医療福祉大学 

 

1.  1 年次終了時点の f-GPA と自主学習課題実施数との関係について 

齋藤 孝義 国際医療福祉大学 

2.  理学療法士のメンタリング行動特性に関する調査報告 

石野 麻衣子 下地診療所 

3.  研究未経験の理学療法士が臨床研究完遂に至るプロセス 

－特性要因図による要因分析－ 

西郡 亨 津田沼中央総合病院 

4.  Google classroom を利用した臨床実習指導者と教員との連携の試み 

鈴木 幸宏 さい整形外科クリニック 

 

12：05 ～ 13：20  総会，昼休み 

            

13:20 ～ 14:10 

一般演題 Ⅱ 

座長： 齋藤 孝義 国際医療福祉大学 

 

5.   COVID-19 感染症拡大下の地域理学療法臨床実習に対するオンライン実習の導入 

-学生への質問紙調査による教育効果検証- 

杉山 恭二 大阪府立大学 

6.   本学の国際リハビリテーションコースの実践報告 

髙橋 大生 聖隷クリストファー大学 

7.   リハビリテーション専門病院に勤務する理学療法士の働きがいに影響を与える要因 

山下 淳一 JA 静岡厚生連リハビリテーション中伊豆温泉病院 

8.   回復期リハビリテーション病棟における患者満足度の要因調査 

−PX（患者経験価値）を指標に用いた分析− 

平野 偉与 市ケ尾病院 
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14:20 ～ 16:20 

シンポジウム 

障がい者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデルの構築に向けて 

（厚生労働科学研究費・障害者政策総合研究事業との共催） 

 

座長：大西 秀明 新潟医療福祉大学 

指定発言：田上 未来（厚生労働省専門官） 

 

 

1. 厚生労働科学研究費課題紹介 

出江 紳一 東北大学大学院 

 

2. バイオデザイン概論 

原 陽介 株式会社ライフトゥデイ 

 

3. バイオデザインを取り入れた支援機器開発の考え方 

柿花 隆昭 東京大学医学部附属病院 

 

4. 工学領域教育実態アンケート調査結果紹介 

井上 剛伸 国立障害者リハビリテーションセンター・研究所 

 

5. PT/OT 教育アンケート調査結果紹介 

浅川 育世 茨城県立医療大学 

 

 

閉会 

          堀本 ゆかり 第 15 回全国大学理学療法学教育学会大会 大会長 
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教育講演 

これからの医学教育のあり方を問う  

― 課題と展望 ― 

国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科  

 医療福祉教育・管理分野 特任教授 

赤坂心理・医療福祉マネジメント学部 教授 

大塚 雄作 

<学歴> 

東京大学 

東京大学大学院修士 (教育学研究科） 

<職歴> 

昭和 57 年 大学入試センター研究部助手 

昭和 61 年 放送教育開発センター研究開発部助教授 

平成 8 年 放送教育開発センター研究開発部教授 

平成 9 年 メディア教育開発センター研究開発部教授 

平成 12 年 大学評価・学位授与機構評価研究部教授 

平成 16 年 京都大学高等教育研究開発推進センター教授 

平成 24 年 京都大学高等教育研究開発推進センター長 

平成 26 年 京都大学名誉教授 

平成 26 年 独立行政法人大学入試センター試験・研究副統括官 

平成 27 年 独立行政法人大学入試センター試験・研究統括官 

平成 30 年 独立行政法人大学入試センター名誉教授 

平成 30 年 独立行政法人大学入試センター客員教授 

令和 2 年 国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科医療福祉教育・管理分野特任教授 

令和 3 年 国際医療福祉大学 赤坂心理・医療福祉マネジメント学部 教授 

≺研究テーマ> 

大学入試，大学教育，教育評価など 

<著書> 

 大塚雄作 (2010). 授業評価の読み方・使い方―学問学習共同体における実践的妥当化の

すすめ― 東北大学高等教育開発推進センター（編） 『学生による授業評価の現在』, 

37-64. 東北大学出版会 

 大塚雄作 (2011). FD 共同体の形成と評価の役割 ―「組織的 FD」の実質化に向けて― 

京都大学高等教育研究開発推進センター（編）・松下佳代（編集代表） 『大学教育のネ

ットワークを創る ―FD の明日へ―』, 143-167. 東信堂 

 大塚雄作 (2012). 大学教育評価（１～3 節） 京都大学高等教育研究開発推進センター

（編） 『生成する大学教育学』, 165-201. ナカニシヤ出版 

 大塚雄作 (2017). 大学入試センター試験の現状と課題 ― 共通試験のあり方をめぐっ

て ― 東北大学高度教養教育・学生支援機構（編） 高等教育ライブラリ 12『大学入

試における共通試験』, 7-46. 東北大学出版会 

 

＊本日のご講義資料は別添でご準備しました．ご覧いただきながらご聴講ください＊ 
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一般演題Ⅰ 

 

              座長；小野田 公（国際医療福祉大学） 

 

 

1.  1 年次終了時点の f-GPA と自主学習課題実施数との関係について 

齋藤 孝義 国際医療福祉大学 

2.  理学療法士のメンタリング行動特性に関する調査報告 

石野 麻衣子 下地診療所 

3.  研究未経験の理学療法士が臨床研究完遂に至るプロセス 

－特性要因図による要因分析－ 

西郡 亨 津田沼中央総合病院 

4.  Google classroom を利用した臨床実習指導者と教員との連携の試み 

鈴木 幸宏 さい整形外科クリニック 
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一般演題 1 

 

1 年次終了時点の f-GPA と自主学習課題実施数との関係について 

 

齋藤 孝義 1），和田 三幸 1），細川 真登 1）大武 聖 1） 

1）国際医療福祉大学 小田原保健医療学部 理学療法学科 

 

【目的】 

学力の向上のためには講義を受講するだけでなく自己学習が重要であると報告され

ており，成績が優秀な学生は自主的に学習する習慣が身に付いていると考えられる．小

田原保健医療学部理学療法学科では入学した 4 月の時点で国家試験対策オンライン演習

サイトの問題を自主学習課題として講義以外の時間に実施するよう指導している．本研

究は 1 年次終了時点の学業成績と自主課題問題実施数との関係を明らかにすることを目

的とした． 

【方法】 

対象は小田原保健医療学部理学療法学科在籍の 2 年生 81 名（男性 40 名，女性 41 名）

とした．学業成績の指標は 1 年次に履修登録した全科目の総合得点から functional Grade 

Point Average（f-GPA）を算出した．自主課題の指標は国家試験対策オンライン演習サイ

トである「リハドリル」（ipec 社）を用いた．リハドリルは，問題を解答するごとに問題

数が集計される．今回，2020 年 4 月 20 日から後期終了の 2021 年 1 月 27 日までの間に

解答した問題数を使用した．統計解析は f-GPA とリハドリル実施数の関係に Spearman

の順位相関係数を用いた（有意水準：1％）． 

【倫理的配慮】 

倫理的配慮として研究目的と内容を口頭にて説明した後に書面にて同意を得た学生

のデータを使用した．また，収集した情報は個人が特定されないように配慮した． 

【結果】 

統計解析の結果，1 年次終了時点の f-GPA とリハドリル実施数の関係は r=0.312 であ

り弱い正の相関を認めた（ｐ＜0.01）． 

【考察】 

1 年次終了時点の f-GPA とリハドリル実施数の関係は弱い正の相関を認めた．結果よ

り成績が優秀な者ほど，自主課題を実施した問題数が多い傾向が明らかになった．f-GPA

は履修した全科目が対象であり，理学療法に関する専門以外の一般教養科目も含まれて

いるため弱い正の相関にとどまったと考えた． 

【結論】 

成績が優秀な学生ほど自主課題の問題実施数が多いことから，早期から自主課題を習

慣づける必要性がある． 
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一般演題 2 

 

理学療法士のメンタリング行動特性に関する調査報告 

 

石野 麻衣子 1） 

1）医療法人 下地診療所 リハビリテーション科 

 

【目的】 

理学療法士がキャリアを形成していく上でメンターやロールモデルの存在は大きく,

日々の業務の中で他者と関わることにより,自己を省察しながら成長していると考えら

れる.しかし,各職場で行なわれている支援は,支援者個人のスキルに依存していると推察

される.本調査では,職員指導を行う理学療法士の関わり方の特性を明らかにすることを

目的とし,職場における人材育成の課題について検討する. 

【方法】 

臨床経験年数 5 年以上で職員指導経験のある理学療法士に対し,Google フォームを利

用した無記名の web アンケート調査を実施.調査内容は,経験年数，役職の有無等の基本

属性 17 項目,メンタリング行動(人材育成)に関する項目 35 項目,自由記載 1 項目とした.

メンタリング行動は 4 件法にて回答を得た. 

【倫理的配慮】 

対象者には調査の目的,内容等を書面にて説明し,アンケートの回答を以て同意を確認

した. 

【結果】 

回答は 419 件,有効回答は重複回答を除く 401 件であった.経験年数は平均 12±6.24 年(5

～41 年),役職有りは 170 名(42.4％),無しは 231 名(57.6％)であった.また,メンタリング行

動の平均は 2.95±0.17 であった.このうち,｢良い点を褒める｣,｢自分から声をかける｣等,会

話・対話に関する項目は平均値が高く(1SD 以上),対象的に｢仕事について振り返る機会｣

や｢目標を達成するための指導｣等,内省支援に関する項目は平均値が低い(-1SD 以上)結

果となった. 

【考察】 

本調査より,臨床場面で行なわれている支援は,知識や技術,各職場で必要なスキルに関

することが主体で,それらを補うために密なコミュニケーションがとられていると推察

される.後輩の成長を期待しながら関わっているが,内省支援には及んでおらず,｢学習者

に関わる他者｣としての認識は低い傾向にあると言える． 

【結論】 

理学療法士の人材育成の場において，内省支援に対する具体的な支援行動への理解を

深め，活用することが今後の課題と言える． 
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一般演題 3 

 

研究未経験の理学療法士が臨床研究完遂に至るプロセス 

－特性要因図による要因分析－ 

 

西郡 亨 1,2)，久住 治彦 1），今井 祐子 3)，堀本 ゆかり 2) 

1)津田沼中央総合病院  2)国際医療福祉大学大学院 医療福祉教育・管理分野 

3)国際医療福祉大学 小田原保健医療学部 

 

【目的】 

臨床研究を発展させていくためには，多くの理学療法士(PT)が研究活動に携わる必要

があり，その実現に向けて研究未経験者が研究活動を始めるプロセスを理解し支援する

ことが重要である．今回，2020～2021 年度に初めて研究を行った PT を対象として，研

究完遂に至るプロセスを解明することを目的とした． 

【方法】 

対象者は病院に勤務し，2020～2021 年度に初めて研究を行った PT4 名とした．方法

は，半構造化面接によるインタビュー調査を実施した．質問の内容は，(1)研究のきっか

け (2)研究実施前の研究に対する印象 (3)研究を進める上で悩んだ点 (4)研究完遂にお

いて必要な支援 (5)研究の経験から得られたものとした．回答は逐語録を作成後にサブ

カテゴリーとカテゴリーに分類し，要因を特性要因図を基に分析した． 

【倫理的配慮】 

対象者へ研究の趣旨を口頭と書面にて説明した後，同意を得て研究を実施した． 

【結果】 

7 つのカテゴリーと 27 つのサブカテゴリーが得られた．4 名全員が研究実施前には，

「研究は大変なもの」という印象を抱いており，内 3 名は入職時に「研究を行おうと思

っていなかった」と回答した．研究を行おうと思ったきっかけは，「臨床で生じた疑問の

解決のため」や「職場の先輩からの影響」であった．研究を行う上で大変であった点は

「統計分析」が多く，完遂に向けて「指導などの研究支援がないと研究を終えるのは厳

しい」と回答された． 

【結論】 

入職時に研究への意欲が低い場合でも，臨床疑問を解決したいという思いやロールモ

デルの存在が研究のきっかけとなっていた．また，研究を完遂する上で職場における研

究支援体制構築の必要性が示唆された． 
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一般演題 4 

 

Google classroom を利用した臨床実習指導者と教員との連携の試み 

 

鈴木 幸宏 1,2)，堀本 ゆかり 2），中越 奈津子 3） 

1) さい整形外科クリニック  2）国際医療福祉大学 3)専門学校東京医療学院 

 

【背景】 

臨床実習は，当事者である臨床実習指導者と学生以外は実習状況を把握できない学習

環境である．看護学実習では学生・教員・現場のスタッフの 3 者によって協働的に行う

「臨床パートナーシップ」という臨床教育モデルが示されている．Google classroom と

は Google が提供するオンライン上の教育管理ツールで，登録者はオンライン上であれ

ばいつでも・どこでも情報共有可能なツールとなっており，臨床パートナーシップを実

施する一助になるのではないかと考える． 

【目的】 

Google classroom を利用した e ポートフォリオを使用し，臨床実習指導者と教員との

連携を試みること． 

【方法】 

R3.6 より 8 週間の総合臨床実習時に Google classroom を利用した臨床実習管理を実施

した．課題とフィードバックのコメントを Google classroom 上で提出することにより，

3 者が情報共有できるようにした．毎日の課題としてデイリーノートの提出，1 週間ご

との課題として振り返りシートの提出とした．振り返りシートでは，疲労感・よかった

点・成長した点・悪かった点・次の 1 週間の目標を記載内容とした．また臨床実習指導

者と教員の連携のため，学生の様子を 1 週間ごとに報告した． 

【倫理的配慮】 

対象者に口頭にて同意を得て，ヘルシンキ宣言に基づきプライバシーの侵害がないよ

うに十分配慮した． 

【結果・考察】 

Google classroom 上に課題が蓄積されていくため，教員も学生の進捗状況の把握が可

能となった．また，臨床実習指導者のコメントも把握できるため，指導内容を部分的に

把握可能となった．今までは，実習地訪問や電話などでした進捗状況が把握できず，課

題に関しては実習終了後にしかできなかった．Google classroom による臨床実習管理は，

随時学生の進捗状況を把握することがある． 

【結論】 

Google classroom による臨床実習管理は，教員と臨床実習指導者の連携の一助になる

可能性がある． 
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一般演題Ⅱ 

 

              座長；齋藤 孝義（国際医療福祉大学） 

 

5.   COVID-19 感染症拡大下の地域理学療法臨床実習に対するオンライン実習の導入 

-学生への質問紙調査による教育効果検証- 

杉山 恭二 大阪府立大学 

6.   本学の国際リハビリテーションコースの実践報告 

髙橋 大生 聖隷クリストファー大学 

7.   リハビリテーション専門病院に勤務する理学療法士の働きがいに影響を与える要因 

山下 淳一 JA 静岡厚生連リハビリテーション中伊豆温泉病院 

8.   回復期リハビリテーション病棟における患者満足度の要因調査 

−PX（患者経験価値）を指標に用いた分析− 

平野 偉与 市ケ尾病院 

  



8 

 

一般演題 5 

 

COVID-19 感染症拡大下の地域理学療法臨床実習に対するオンライン実習の導入 

-学生への質問紙調査による教育効果検証- 

 

杉山 恭二 1），樋口 由美 1），上田 哲也 1），杉岡 亨 2） 

岩田 晃 1），山本 沙紀 1），淵岡 聡 1），奥田 邦晴 1）  

1） 大阪府立大学 地域保健学域 総合リハビリテーション学類 理学療法学専攻 

2） 草尾リハビリ訪問看護ステーション 

 

【目的】 

COVID-19 感染症拡大に伴い本学の地域理学療法臨床実習は，臨床現場での実習学生

（以下，臨床 G）とオンラインでの実習学生（以下，オンライン G）に分かれた．本研

究の目的は，臨床 G とオンライン G の実習教育効果を比較検討することである． 

【方法】 

対象は，4 年次生の 23 名とした．臨床 G（15 名）は訪問型理学療法へ 5 日間同行し

た．一方で，オンライン G（8 名）は双方向性オンライン学習（マスキング動画を用い

た臨床症例検討含む）と課題を 5 日間実施した．教育効果は，実習終了後に質問紙を用

いて評価した．質問紙調査は，「実習満足度」・「目標到達」・「訪問型理学療法の理解」・

「症例理解」・「共感」・「達成感」・「向上心」・「楽しさ」・「自己学習」・「体調管理」の 10

項目とし，「大変満足」・「満足」・「不満」・「大変不満」のように 4 件法で実施した．各項

目で比較するために肯定群と否定群に再群化し，χ2 検定を行なった．有意水準は 5％と

した． 

【倫理的配慮】 

学生には，質問紙調査に対して十分説明し同意を得た上で，個人が特定されない形式

で実施した．なお，質問紙調査は成績に反映されない旨を伝えた． 

【結果】 

「達成感」および「楽しさ」の項目は，オンライン G が臨床 G に比べ有意に否定群の

割合が高かった（達成感は，オンライン G：62.5％，臨床 G：6.7％，楽しさはオンライ

ン G：62.5％，臨床 G：13.3％）．一方で，「目標到達」の肯定群はオンライン G で 75%，

臨床 G で 100％に達し，「訪問型理学療法の理解」・「症例理解」などの計 8 項目も，両群

間に有意差を認めなかった． 

【考察】 

オンライン実習でも，学生が実習目標の到達を自覚できた結果から一定の教育効果を

得られたことが分かった．一方で，オンライン実習では，臨床実習に比べて楽しさや達

成感を得難いという限界があった．そのため，感染対策を十分に実施した上での臨床実

習の方が，より高い教育効果が期待できると考える． 

【結論】 

双方向性のオンライン臨床実習は，一定の教育効果を担保できた． 

 



9 

 

一般演題 6 

 

本学の国際リハビリテーションコースの実践報告 

 

髙橋 大生 1），金原 一宏 1），俵 祐一 1），有薗 信一 1） 

1）聖隷クリストファー大学 リハビリテーション学部 理学療法学科 

 

【背景】 

 本学では「国際的な保健医療福祉の課題解決」ができるグローバル人材の育成を目的

として，2016 年度から国外での国際理学療法実習を開始し，2019 年より国際リハビリ

テーションコースを開設し，2022 年から国際保健医療福祉プログラムを開設予定である．

本学の国際理学療法実習の教育実践と今後の国際保健医療福祉プログラムについて報

告する． 

 

【活動内容】 

2016 年度より中華人民共和国を中心に海外の交流協定校関連病院にて学生の臨床実

習を，現地の患者を対象に評価・治療を実施している．この臨床実習は「国際理学療法

実習」という実習科目（2 単位）であり，臨床実習指導者として本学教員 2 名と学生 2-

3 名で実施する 2 週間の海外での臨床実習である．実習受け入れ施設は，重慶市の陸軍

軍医大学第一附属病院と広州市の中山大学附属第一病院にて，現地のリハ医や理学療法

士も指導者として英語を中心に中国語を交え実施した．国内での実習前は，6 回の事前

学修のゼミ活動を実施し，Web を利用して語学教育や文化交流を実施している．2019 年

度よりこの国際理学療法実習を基盤に，国際リハビリテーションコースを導入し，1 年

生から 4 年生のグローバル人材を育成するカリキュラムに改定した．2019 年度コース入

学生 6 名は，2 年生までに英語による学会発表を含む計 7 回の国際交流経験を積み，1 年

生と 2 年生の TOEIC スコアは平均で 25 点向上した．2022 年度よりこの国際リハビリテ

ーションコースを発展させ，副専攻として国際保健医療福祉プログラムの開始を予定し

ている．国際理学療法実習の追加の候補地は，マリアノ・マルコス州立大学，イーデス・

コーワン大学，シンガポール工科大学である． 

 

【結論】 

国際理学療法実習の学修は，学生の状況に応じた多種多様な判断や対応と高いコミュ

ニケーション能力の向上に有用であると考える．今後は，国際コースに連動した大学院

の開設と，国外でのキャリアアップできる環境作りが重要である． 
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一般演題 7 

 

リハビリテーション専門病院に勤務する理学療法士の 

働きがいに影響を与える要因 

 

山下 淳一 1）,堀本 ゆかり 2）,千葉 淳弘 1） 

1）JA 静岡厚生連リハビリテーション中伊豆温泉病院 

2）国際医療福祉大学大学院 

 

【目的】 

理学療法士における職務満足度の一要因である働きがいに注目し，対策を検討するこ

とで，労働意欲の向上や良好な組織風土に寄与することができるのではないかと考え調

査を行った.  

【方法】 

対象は，JA 静岡厚生連リハビリテーション中伊豆温泉病院理学療法科に在職する 59

名（男性 36 名・女性 23 名）とした．研究デザインは独自アンケートを作成し留置法に

よる横断的調査研究とした．設問は，全 18 項目で構成され，5 件法にて行った. 統計処

理は，Stat Works/V4.0 を使用した．「働きがい」と各項目の因果関係を知る目的で，重回

帰分析およびパス解析を行った.有意水準はいずれも 5％で処理した． 

対象者には，中伊豆温泉病院倫理問題検討委員会の承諾（承諾番号：2756）を受けた

後，口頭および書面にて研究目的および内容を説明し同意を得た． 

【結果】 

有効回答数は 59 名（96.7％）であった．また，Cronbach の α係数は 0.92 であった．

「働きがい」を目的変数として，18 項目の説明変数に対して，ステップワイズ法による

重回帰分析を用いて解析を行った．変数選択の結果，「働きがい」に影響を与える要素は，

「評価」，「処遇」，「配置」，「能力向上」，「達成感」，「人間関係」の 6 項目が関与してい

た. さらに，重回帰分析で得られた項目と「働きがい」との因果関係をパス解析で確認

した．その結果，パス図の直接効果を示すパラメータ推定値は，「評価」0.62，「処遇」

0.47，「人間関係」0.45 の順で大きな値を示した． 

【考察】 

評価・処遇制度に関して，JA 静岡厚生連は，平成 9 年に人事考課制度に着手し，考課

者の評価基準の統一をはかるため，考課者訓練を恒常的に実施している．しかし，日常

業務に関しては，業務の疲弊に加え，新しいシステムの構築やマニュアル作成，人材育

成などの時間外業務，自己研鑽との切り分けなど判断の難しい状況の中で，評価・処遇

の問題が挙げられていると推測されることから，今後も調査が必要であると考える. 

 

利益相反 

本調査に対し開示すべき利益相反関係にある企業などはない． 

 

  



11 

 

一般演題 8 

 

回復期リハビリテーション病棟における患者満足度の要因調査 

−PX（患者経験価値）を指標に用いた分析− 

 

平野 偉与 1），堀本 ゆかり 2），小野田 公 2） 

1）市ケ尾病院 2）国際医療福祉大学大学院 

 

【目的】 患者経験価値(Patient Experience 以下，PX)とは，「継続したケアの中で患者に

影響を与える全ての関わり」と定義され，民間企業で既に取り入れられている顧客体験

(Customer Experience)を医療現場に持ち込んだものである． PX は，具体的な設問に対し

て客観的事実を評価するために，評価基準が統一されており自施設が提供している医療

サービスの質を具体的な項目で測定して，課題を見つけ出し改善行動に結びつけやすい

といった特徴がある．CMS (Centers for Medicare &Medicaid )から入院リハビリテーショ

ン(以下リハビリ)施設での評価表が公開されている．本研究では，患者中心性から捉え

る回復期病棟での質評価を実施し，PX 評価を視野においた回復期病棟での患者経験価

値の要因を調査することを目的とした． 

【方法】 対象者は，3 病院患者 56 名(平均年齢 75.4±13.0 歳，男性 23 名，女性 33 名，

脳血管 19 名，運動器 31 名，廃用 6 名)とした．CMS の評価表を参考に，独自の項目を

加えた合計 63 項目の患者アンケートを紙面にて実施した．集計には，患者アンケート

の受け渡しに担当スタッフが関わらない事を条件とした．統計処理には，IBM 社製 SPSS 

ver28 を使用した．基本統計量を確認して，因子分析を行った． 

【倫理的配慮】 本研究は，国際医療福祉大学倫理審査委員会の審査を受け，承認を得

た(承認番号：20-Ig -111)．  

【結果】 因子分析を行なった結果，因子数は 7 因子とした．KMO 測度は 0.715 で，バ

ートレットの球面性検定は p<0.001 であった．因子構造は，第一因子から「ハードウェ

ア面での病棟生活の充実」,「リハビリスタッフの関わり」,「ソフトウェア面での病棟生

活の充実」,「患者サポート」,「痛みへの対応」,「退院時の情報提供」,「ナースコール

への対応」が抽出された． 

【考察】 本研究で抽出された 7 つの因子は，主に「ハードウェアとソフトウェアを含

んだ病用生活の充実，病院スタッフの対応，痛みへの対応」が中心であった．患者本人

の症状や社会背景の医療スタッフ間での把握・リハビリの説明・病棟生活の充実の方が

患者満足度に影響を及ぼしていることがわかった．患者の FIM 向上を目指すことは，医

療の有効性や効果判定の側面から重要だが，患者中心性を考慮した各職種の多職種連携

がより重要であるという結果が得られた． 

【結論】 今回の調査対象者は，コロナ禍の影響もあり患者本人が回答できる患者のみ

であった．さらに 3 病院に協力を依頼したが対象者は 56 名であり，病院ごとの差まで

は確認できなかった．今後は，患者満足度の測定を継続しながら更なる要因調査を実施

して，質問項目の絞り込みや病院ごとの比較を進めていきたい． 
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シンポジウム 

 

テーマ：障がい者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の 

人材育成モデルの構築に向けて 

（厚生労働科学研究費・障害者政策総合研究事業との共催） 

 

 

座長：大西 秀明（新潟医療福祉大学） 

指定発言：田上 未来（厚生労働省専門官）  
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シンポジウム 

障がい者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデルの構築に向けて 

（厚生労働科学研究費・障害者政策総合研究事業との共催） 

 

厚生労働科学研究費課題紹介 

東北大学大学院 

医工学研究科リハビリテーション医工学分野 

出江 紳一 

 

障害者支援機器とは，2007 年に社会・援護局長主導で始まった「生活支援技術革新ビ

ジョン勉強会」において，従来の義手義足等を中心とした制度等，福祉用具の枠にとど

まらず，今後の新たな可能性を拓く意味を込めて用いられた用語である．2009 年「障害

者自立支援機器等研究開発プロジェクト」を経て，2010 年から「障害者自立支援機器等

開発促進事業」が始まった．この事業において支援機器は，「年齢に係わらず，障害のあ

る人の自立と社会参加を支援する機器であって，従来の社会保障制度でカバーできない

技術等で開発されたものを含むもの（人体への侵襲を伴う医療機器を除く）」とされてい

る． 

支援機器に関わる調査研究事業の一つとして，2020 年度から演者が代表を務める「障

害者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデル構築に資する研究」

が始まった．これまで支援機器開発の課題として，開発ニーズの把握，ニーズとシーズ

のマッチング，医工連携体制の構築，支援機器開発人材の育成などがあった．これらの

課題を解決する手法として，私たちはニーズに基づく医療機器開発の人材育成プログラ

ムである Stanford Biodesign に着目した． 

本プログラムは，2015 年から東北大学，東京大学，大阪大学の連携のもと実施されて

おり，第 6 期までに修了生 72 名，起業 9 社，ライセンスアウト 1 件の実績を挙げた．

しかし，バイオデザインは医療機器開発人材の育成プログラムであり，支援機器開発人

材の育成にそのまま用いることはできない．そこで本研究では，障害者支援機器開発に

おけるニーズの同定，ニーズとシーズのマッチング，医工連携を実践する人材の育成モ

デルを構築すること，言い換えれば，ニーズに基づく支援機器開発を現場での導入・運

用までを見据え，他の専門職等と連携して遂行することができる人材の育成モデルを構

築することを目的とした． 

研究進捗として，2020 年度には支援機器開発に必要な知識とスキルが各専門職等に求

められる諸条件として分類整理され，その成果に基づいて人材育成プログラム α版が作

成された．2021 年度にはそれを普及啓発する連携体制を構築する方策を抽出する．具体

的には，大学での学部・大学院教育や学会ワークショップなどで実際の研修がテスト会

として実施され，その結果に基づいて β版 ver.1 が作成される．2022 年度には β版 ver.2

が完成し，実践方策の整理を含めた最終的な検討を経て多職種連携の支援機器開発人材

育成モデルが完成する予定である．本シンポジウムでは，本研究の意義とこれまでの研

究成果の概略を述べる．  
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シンポジウム 

障がい者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデルの構築に向けて 

（厚生労働科学研究費・障害者政策総合研究事業との共催） 

 

バイオデザイン概論 

株式会社ライフトゥデイ  

原 陽介 

 

バイオデザインはスタンフォード大学でポール・ヨック博士らが開発し，2001 年から実施

されてきた医療機器開発イノベーションのための人材育成プログラムである．デザイン思考

とは人間中心の製品デザイン手法を意味している．バイオデザインプログラムの成果として

数多くのスタートアップ企業と雇用が生まれ，患者を救う医療機器の開発に成功してきた．

2015 年からは日本版となるジャパンバイオデザインプログラムが開始され，筆者は現在プ

ログラムの指導に当たっている．このプログラムは，4 人チームで 10 ヶ月間のプロジェクト

ベースで行うフェローシップと呼ばれるコースを中心として，ワークショップやセミナー，

学会講演，委託事業などが数多く実施されている．バイオデザインと言う手法は特定の製品

やサービスの形にこだわらず，課題を解決するためのあらゆる解決策の中から最善のコンセ

プトを選択するため，結果的に医療機器ではなく支援機器の開発になる事例も多いのが特徴

である． 

この手法を応用する目的で，平成 31 年度障害者総合福祉推進事業の中で，筆者らは「支

援機器の開発普及に資する真のニーズを発掘する手法構築のための調査研究」を行った．そ

の中で支援機器のユーザーやビジネスモデルに特化した内容を組み込むことで，より社会実

装に近い形で提供している．そして現在，医療福祉専門職およびその学生を対象とした，ニ

ーズ発掘方法についての新しい教育プログラムの開発支援に取り組んでおり，本シンポジウ

ムでは，その中から，バイオデザイン手法についての紹介部分を取り上げて紹介する． 
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シンポジウム 

障がい者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデルの構築に向けて 

（厚生労働科学研究費・障害者政策総合研究事業との共催） 

 

バイオデザインを取り入れた支援機器開発の考え方 

東京大学医学部附属病院 

トランスレーショナルリサーチセンター 特任助教 

柿花 隆昭 

 

 厚生労働省の調査では，支援機器開発の助成金に採択された企業のうち，約 50%は製品

化に至っていないということが報告されている．その理由として，①開発ニーズが把握でき

ていないこと，②医療福祉専門職との連携が十分に取れていないことがあげられる． 

バイオデザインはスタンフォード大学でポール・ヨック博士らが開発し，2001 年から実施

されてきた臨床現場でのニーズを重視した医療機器開発イノベーションのための人材育成

プログラムである．バイオデザインプログラムの成果として数多くのスタートアップ企業と

雇用が生まれ，患者を救う医療機器の開発に成功してきた．2015 年からは日本版となるジャ

パンバイオデザインフェローシッププログラムが東京大学，大阪大学，東北大学で開始され

た．このプログラムでは，医師，エンジニア，ビジネスバックグランド出身者が 4 人でチー

ムを組み，現場観察からニーズを約 200 個見つけ，そこから様々な視点で事業化に結び付く

ニーズを選定し，製品開発を行っていく．特定の製品やサービスの形にこだわらず，課題を

解決するためのあらゆる解決策の中から最善のコンセプトを選択するため，結果的に支援機

器の開発になる事例も多い． 

フェローシッププログラムの医療者枠はこれまで医師のみであったが，筆者は 2020 年～

2021 年に理学療法士として初めてこのプログラムに参加した．バイオデザインの考え方を

支援機器開発に応用することにより，前述の開発ニーズの把握，医療福祉専門職との連携等

の問題点を解決することができると考えている．本日はニーズ理解の重要性とニーズの発見

方法，バイオデザインの概要について解説させていただく． 
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シンポジウム 

障がい者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデルの構築に向けて 

（厚生労働科学研究費・障害者政策総合研究事業との共催） 

 

工学領域教育実態アンケート調査結果紹介 

国立障害者リハビリテーションセンター・研究所 

井上 剛伸 

 

支援機器開発には様々な専門職が関わり，ニーズの同定，ニーズとシーズのマッチング，

医工連携，それらを実践する人材の不足などが課題となっている．それを受けて，現在支援

機器開発に資する人材育成のプログラムを構築するための研究を実施している．本発表では，

理工学系分野の専門家に焦点を当て，支援機器開発において必要となる要件に関する現状把

握を行うことを目的として，調査を行った結果を報告する． 

 調査は，全国の理工学系大学のインターネット上のシラバス情報を収集し，福祉工学関連

科目を抽出することで実施した．また，実習系の科目を実施する教員 6 名と意見交換を行う

ことで，その状況把握や課題，効果等について把握した． 

 理工学系大学等のシラバス調査から，大学の学部では 74.7%の学部で，高等専門学校では

86.7%の学校で，福祉工学関連のキーワードがシラバスに含まれる科目を設置しており，そ

の科目数は大学の学部では 2,342 科目，大学院では 545 科目，高等専門学校では 322 科目と

の結果が得られ，理工系大学等で福祉工学分野への関心は高い事が示された．含まれるキー

ワードでは，福祉，高齢がいずれも多く，高齢化の問題が重要視されていることが示唆され

た．一方で，これらのキーワードが科目名に含まれる科目の結果は，大学の学部では 38.8%，

高等専門学校では 38.3%と約 4 割にとどまった．この数字を大きいとみるか小さいとみるか

は今後の検討が必要であるが，含まれるキーワードの結果では，福祉が多い傾向が示され，

福祉系の工学科目が多いことが示唆された．また，人間工学，医工学も多い傾向が示され，

福祉系の工学科目に加えて，これらの科目も多く設定されていることがうかがえる結果とな

った． 

以上の結果から，高齢化の問題や介護・福祉分野への社会の関心の高まりを背景として，

福祉分野に関連する科目が多くの学部で設置され，より多くの学生が関連分野を学習する機

会が備えられていると考えられる．一方で，福祉工学に関連する学科は以前に比べて減少し

ているという背景もあり，この分野の専門性を追求する機会は減っていることも考えられる．

この点は，今後の検討課題である． 

また，実習科目では障害に関連する体験や，当事者の参加が学習に大きく影響することも

示され，参加型デザインの重要性につながる結果が得られた． 
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シンポジウム 

障がい者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分野の人材育成モデルの構築に向けて 

（厚生労働科学研究費・障害者政策総合研究事業との共催） 

 

PT/OT 教育アンケート調査結果紹介 

茨城県立医療大学 保健医療学部 

浅川 育世 

 

障がい者の支援機器はロボットをはじめとし，これまでにも様々な機器が開発されてきて

います．支援機器開発では，ニーズの同定やニーズとシーズのマッチング，医工連携などが

重要ですが，それらを実践する人材不足などが課題としてあげられます．そこで理学療法士

（PT）・作業療法士（OT）養成課程における支援機器開発に関する教育の実態を把握し，さ

らにその必要性，教育への実装の可能性について広く意見を収集することを目的としてアン

ケート調査を実施したので本シンポジウムにてご紹介させていただきます． 

アンケート調査に際しては，ワーキンググループを立ち上げアンケート内容について議論

し，設問を決定しました．設問内容は①工学部または工学系学科の有無，②支援機器に関す

る科目の状況，③支援機器に関連する領域または研究に携わる教員の有無，④医工連携に関

連する科目の状況，⑤支援機器開発に関連する科目の必要性，⑥支援機器開発に関連した科

目を導入する場合の望ましい単位数，⑦支援機器開発に関連する科目を導入した場合に必要

な教育内容，⑧カリキュラムに支援機器開発に関連する科目の導入についての 8 つとしてい

ます．その後，全国の PT 養成校（270 校）と OT 養成校（208 校）を対象とし郵送法による

アンケート調査を実施しました． 

PT 養成校 37.4％（101 校），OT 養成校 32.7％（68 校）から回答が得られ，その結果 PT，

OT 養成課程においては医工連携教育，支援機器開発に関連する教育ともに不十分な状況で

あることが明らかになりました．医工連携に関連する科目を有する養成校は PT が 13 校

（12.9％），OT が 13 校（19.1％）であり，それぞれの学科で行われている授業のコマ数も PT，

OT 養成校ともに 10 コマ未満，10～20 コマ未満がそれぞれ 5 校（38.5％）ずつとなっていま

した．また，必要性という点では PT，OT 養成校ともに支援機器に関連する科目の必要性に

ついて，70％近くの養成校が必要性を感じていると回答していました．一方でカリキュラム

への導入のためには「国家試験への出題が無く，どの科目で何を教授すればよいのかが分か

らない」など課題も多く，効果的な教育プログラムの開発や，教育内容の吟味が重要である

ことが示唆されました． 
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